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本研究では，既往の地域公共交通に関するマニュアル，手引き及び特色のある導入事例のレビューを通

し，自治体における導入にあたっての検討すべき項目を抽出し，自治体にアンケート調査の実施を通し，

自治体主導により導入されているデマンド交通及びコミュニティバス導入時における各種取組の実施よる

導入効果の発現有無を分析した．その結果，コミュニティバスでは，対象とする移動，運行形態の検討要

素，利用者数の見通し，目標設定やモニタリングなどが効果発現の要因である一方，デマンド交通では，

利用者数の見通し，目標設定やモニタリング実施といった取組に限られ，運行形態により効果発現とされ

る取組が異なることが分かった． 
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1. はじめに 
 
(1) 本研究の背景 
我が国では今後見込まれる人口減少に伴い，特に地方

部での民間事業者による交通サービスの提供が困難とな

る地域が増加すると予想され，これまで以上に地方自治

体をはじめとする交通に関わる様々な主体が協力した，

交通ネットワークの確保及び維持が重要である1)． 
昨今の政策の概況を見ると，平成19年に成立・施行さ

れた「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に

より，地域の公共交通の確保は，地方自治体が中心とな

り地域戦略の一環として地域の公共交通の確保に取り組

む必要があるとされた．令和2年11月に施行された改正

法では，地域が自らデザインする地方公共団体における

マスタープランとしての地域公共交通計画の作成が努力

義務化され，その中にコミュニティバスやデマンド交通

等の活用についても含まれている2)． 
また，平成25年には国民の交通に対する基本的な需要

が適切に充足されることが重要との基本的な認識のもと，

交通に関する施策を推進する必要がある基本理念の規定

として「交通政策基本法」が制定され，生活交通の維持

が困難となるなか，交通ネットワークを確保・維持する

ための施策のひとつとして，コミュニティバスやデマン

ド交通の効果的な導入が挙げられている3)． 
そのような中，全国各地で地域にとって必要な公共交

通に関する計画づくりや路線導入が徐々に進んできてお

り，計画策定を踏まえデマンド交通やコミュニティバス

等の地域公共交通を導入した自治体では，今後地域に適

した形態を模索し，これから新しく計画策定を検討する

地域では，これまで蓄積された事例を参考にしつつ効果

的な計画・導入を図ること，またそれらの取組による効

果について検討することが重要と考えられる． 
 
(2) 本研究の目的 
以上の問題意識のもと，本研究では既往の地域公共交

通に関するマニュアル・手引き及び，特色のある導入事

例をもとに，事業者や住民等といった地域公共交通に関

係する主体との合意形成や，導入システムの選定の考え

方，導入後に見直しを行う際の論点等，導入にあたって

の取組項目を抽出する．また，それをもとに地域公共交

通としてデマンド交通またはコミュニティバスを導入し

ている自治体に対しアンケート調査を実施し，導入効果 
が発現したと認識している取組内容を抽出することを目

的とする． 
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2. 既存文献のレビューと本論文の意義 
 
地域公共交通の導入に関連した研究について着目する

と，在来の路線バスの導入または維持が困難なほどに需

要が少ない地区が多いことから，単純に採算性による評

価は適切でなく，適切な費用のもと対象とする需要を適

切に引き出せているかということを，それらを各地区の

状況に応じ検討していくことになる4)．したがって，a) 
地域公共交通計画に関する検討プロセスの整理及び，b) 
検討プロセスとそれに基づく評価がある． 

a) については，地域公共交通計画に関する各種のマニ

ュアルが作成されてきているものの，計画や運行に関し

効果ある取組が各事例をもとに示されるのみ5)，6)，7)で，

効果度合いに言及されていないことが課題である． 
b)については，住民の活動機会の保証とそれに対する

負担の組み合わせの選択に着目した地域公共交通の策定

に関する研究8)，社会的インパクト評価に基づく研究9)や，

コミュニティバス等の計画策定・運用管理といった導入

における検討プロセス及びそれらの有効性に着目した研

究10)はあるが，効果について単独市町村のみを対象とす

るのみという点で課題が残り，自治体間の横断的な事例

分析については，全国の市町村合併形態別における目標

の達成の度合11)に留まるといった課題が残る．また，こ

れらでは，デマンド交通及びコミュニティバスといった

システム選定に言及していない． 

そのような中，著者らは，地域公共交通交通のプロセ

スについて，その実態とシステム選定に着目し，全国に

おけるデマンド交通及びコミュニティバスの導入実態に

基づき，導入検討における取組状況の実態や影響度合い

について定量的な把握を試み，デマンド交通及びコミュ

ニティバスの導入の際に留意すべき取組内容及び12)，双

方をまとめての導入の効果が発現したと自治体が認識し

た取り組み内容の抽出を行ってきた13)が，デマンド交通

及びコミュニティバスを分けて導入効果の抽出及び測定

は行っていない． 
以上より，本研究は市区町村等が実際に地域における

デマンド交通及びコミュニティバス導入の計画や見直し

を行う場合に，特に留意する論点を明確にするとことに

おいて意義がある． 
 
 
3. 調査方法 
 
コミュニティバス及びデマンド交通は，道路運送法上，

通常の路線バスと同様に一般乗合旅客自動車運送事業に

該当するが，市町村が計画を行い自ら運行するか，バス

等の運行事業者に委託して運行する状況がみられる． 
そこで，調査リストの作成にあたり，まず各自治体に

対し，計画策定を経て運行を開始した地域公共交通の概

況把握を目的にプレアンケート調査（以下プレ調査）を
 
 

表-1 アンケート調査実施概要 14) 

 デマンド交通 コミュニティバス 

調査対象 2017 年度に国土交通政策研究所で実施した市区町村へのプレ調査にて，回答があった市区町村のう

ちコミュニティバスまたはデマンド交通の導入実績がある自治体を対象とした． 
配布回収方法 選択回答方式の電子データ（エクセルファイル）を作成し，メールにて配布及び回収 
配布数 226市区町村  283市区町村 
回収数 182市区町村 236市区町村 
回収率 80.5% 83.4% 
調査期間 2019 年 1月 21日～2019年 2月 8日  

表-2 アンケート調査項目 14) 
大項目 中項目 小項目（取組内容） 

1. 路線計画の 

準備等 

1) 移動特性等の把握 課題・対象とする移動や目的の設定，移動特性等データ収集 
2) 検討体制・役割分担 検討体制・各主体の役割分担，協議・検討の仕組みと考え方 

2. 運行形態・ 

運行方法の 

検討 

1) 運行形態 検討した運行形態，検討要素及び決定要因 
2) 利用者数見通し（需要予測） 前提条件（ターゲット設定），予測値の算出方法・結果の活用 
3) 運行計画 ルート・ダイヤ設定の考え方，運賃・収支検討の考え方※ 

運行受託事業者の選定・契約，運行開始に向けた調整項目 
4) 目標設定 

3. 持続的運行の

ための留意点 

1) 路線の評価（モニタリング） 
2) 運行継続の方策・利用促進  
3) 目標評価（効果発現） 
4) 見直し 
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実施し，その自治体におけるデマンド交通もしくはコミ

ュニティバスの運行実績を把握した． 
また，その中から①運行形態の変更（拡大，縮小再編，

システム変更）実施，住民やNPOの関与，運行エリア

の特徴（市街地を運行エリアに含むデマンド交通や中山

間地を運行エリアに含むコミュニティバス等）といった

導入上の特徴がある路線，②導入時期が概ね10年以内

の路線，③利用者増減の有無など客観的効果の有無や運

行エリアの3点を考慮しつつ，地方単位でのバランスを

踏まえて各1路線を選定しアンケート調査を実施した．

概要を表-1に示す14)． 
アンケート調査設計では，地域公共交通の導入に関す

る検討上の項目を整理するため，地域公共交通に関する

マニュアル及び手引きを横断的にレビューし，標準的と

想定される項目を抽出するとともに，各自治体での特色

ある事例の検証を踏まえ調査項目を設定し5) ,6), 7)，それぞ

れの項目に前出のレビューを踏まえ具体的な検討内容や

実施内容といった取組内容を選択肢として設定した．ア

ンケート調査項目を表-2に示す． 
 
 
4.  導入効果の発現の整理 
 

(1) 導入効果とその分類 
a)  導入効果とその評価理由 
アンケートで導入効果発現の有無を質問した結果を図

-1に示す．効果が発現していないとの回答は 1割程度に

とどまり，効果が発現しているとの回答が 7割を占めた． 
導入効果が発現していると評価する理由の回答結果を

図-2 に示す．「運行が継続できている」の回答が全体

で 6割強，「（目標達成の他に）交通空白地域が解消し

ている」との回答が 5 割強，「住民から評価されてい

る」との回答が 4割弱であった．また，目標達成という

視点では，「（設定した）定性的目標を達成している」 

「（設定した）定量的目標を達成している」という回答

は約 2割であった． 
b) 導入効果発現の分類 
上記のように，評価の理由をみると，「運行を継続で

きている」及び「交通空白地域が解消している」といっ

た運行しているだけで評価が得られる項目が含まれてい

る．また「高齢者の健康増進等の副次的効果が発現して

いる」及び「住民から評価されている」については，客

観的データではなく，主観的な評価である可能性が高い． 
さらに，定性的な効果が発現している点については，

｢住民に利用されること｣｢高齢者・障害者等の交通弱者

支援｣｢利用促進を図ること｣と，利用に対する効果が明

 
表-3 効果の発現有無の分類及びサンプル数 14) 

分類 効果が発現 効果が不明 不明 

分類項目 

「効果が発現している」の回答のうち 
・（利用者数や収支率などの）定量的目

標を達成している 
・（住民の利用や利用促進など）定性的

目標を達成している 
・利用者数が想定を上回っている 
・公共交通利用者の増加がみられる 
・財政負担額が減少している 

「効果が発現している」の回答のうち 
・運行を継続できている 
・交通空白地域が解消している 
・高齢者の健康増進等の副次的効果が

発現している 
・住民から評価されている 

「効果が発現していない」という回答 

いずれも

回答なし 

サンプル数 

デマンド交通 74 72 36 
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊ゙ ｽ 93 92 51 
合計 167 164 87 

70.9%

10.4%

11.5%

70.8%

9.3%

16.1%

70.8%

9.8%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果が発現している

効果が発現していない

わからない

デマンド(n=182)
コミバス(n=236)
計(n=418)

 

図-1 導入効果発現の有無 14) 

20.9%

26.4%

62.8%

14.0%

19.4%

62.8%

6.2%

4.7%

41.1%

2.3%

18.0%

19.2%

65.3%

12.6%

25.1%

47.9%

3.6%

4.8%

34.7%

6.6%

19.3%

22.3%

64.2%

13.2%

22.6%

54.4%

4.7%

4.7%

37.5%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（利用者数や収支率等の）

定量的目標を達成している

（住民の利用や利用促進等の）

定性的目標を達成している

運行を継続できている

（目標達成の他に）

利用者数が想定を上回っている

（目標達成の他に）

公共交通利用者の増加がみられる

（目標達成の他に）

交通空白地域が解消している

（目標達成の他に）

財政負担額が減少している

高齢者の健康増進等の

副次的効果が発現している

住民から評価されている

その他

デマンド(n=129)
コミバス(n=167)
計(n=296)

（複数回答可）

 
図-2 導入効果が発現していると評価する理由 14) 
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確にされている回答が多い状況であった． 
そこで，効果が発現していると回答があった中で，利

用促進や財政負担の減少等，効果をより明確にしている

ことを示す理由を更に選択した場合のみ｢効果発現｣と分

類した．分類内容及びサンプル数を表-3に示す． 
 
(2) 地区特性別の効果発現の有無に関する分析 
地域特性別の効果発現有無について，デマンド交通の

場合，導入されている自治体の人口規模別（図-3）及び

農業地域類型別（図-4）ともに傾向が見られず，効果有

無別の人口の中央値検定と，農業地域類型別の独立性検

定ともに有意な結果は得られなかった． 
コミュニティバスの場合，自治体の人口規模別（図-

5）でみると，人口 30万をピークに人口規模が大きくな

るにつれ効果発現の割合が増え，人口の中央値検定で有 
意となった．また，都市的地域及び平地農業地域に比べ

中間農業地域及び山間農業地域では効果発現の割合が低

い傾向にあり（図-6），独立性検定で有意な結果を得た． 
このことは，デマンド交通がコミュニティバスと比べ

て交通空白地域が解消したことを「効果発現」とみなす

割合が高く（図-2），市町村の人口規模や農業地域類型

による差が見られなかったことが要因と考えられる． 
 
 
5．効果発現の取組内容 
 
各導入段階の取組状況について，デマンド交通とコミ

ュニティバスの別に，効果発現の有無により取組内容の

違いの差を統計的に判断できるように，取組の有無によ

る差異の有無を独立性の検定により判断した． 
アンケート調査のほとんどの設問を複数回答に設定し

たこと，また設問項目及び選択肢が多岐に渡るため，ま

ず，各設問の選択肢毎に「効果発現」と「効果不明」の

別に「検討した」，「検討しない」を集計して独立性の

検定を行い，その中でサンプル数が十分確保でき有意水

準 5%で採択され差がみられた取組内容を抽出した． 
また，その項目について，デマンド交通とコミュニテ

ィバスの別に「効果発現」と「効果不明」の状況の独立

性検定を行い，有意水準 5%で採択され回答に有意に差

異がみられた内容を以下に示す． 
 
(1) 導入効果発現の内容（路線計画の準備等） 
路線計画の準備等における，効果発現に関する内容の

検定結果を表-4に示す． 
a) デマンド交通 
デマンド交通で効果が発現する割合が高い取組を見る

と，利用者数の見通し調査，システム選定及び需要喚起

の取組に自治体が中心的役割を担うことのみにとどまる． 
これは 4章 2節で示したように，デマンド交通では交

通空白地域が解消したことを効果発現としていることが

要因といえる． 
b) コミュニティバス 
コミュニティバスでは，高齢者等の移動手段の確保を

解決すべき課題とする場合や，住民の移動特性把握の実
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デマンド交通

独立性検定 p=0.52  (中山間地域とその他2分類：p=0.74)  
図-3 人口規模別効果の発現有無(デマンド交通) 図-4 農業地域類型別効果の発現有無(デマンド交通) 
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図-5 人口規模別効果の発現有無(コミュニティバス) 図-6  農業地域類型別効果の発現有無(コミュニティバス) 
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態調査にて，買物先や通院先といった日中の移動の他，

通勤もしくは通学先等と幅広く設定している場合に効果

発現の割合が高い．その一方で，アンケート調査を実施

していない場合は効果不明の割合が高い．すなわち，対

象とする利用者層の実態の把握が効果発現に関係するこ

とになる． 
検討体制及び役割分担において，システム選定で自治

体が中心的役割を，住民が補助的役割を果たす場合に効

果が発現する割合が高い． 
c) 運行形態別の比較 
デマンド交通は，コミュニティバスと異なり，解決す

べき課題や，住民の移動特性把握の実態調査といった対

象者に関連した取組が含まれないことがみられた． 
なお，デマンド交通及びコミュニティバス共通の項目

をみると，検討体制における中心的役割が市町村が担っ

ている場合に効果発現の割合が高い傾向あることから，

市町村の役割が効果発現に重要であるといえる． 
 
(2) 導入効果発現内容（運行形態・運行方法の検討） 
運行形態・運行方法の検討における，効果発現に関す

る内容の検定結果を表-5に示す． 
a) デマンド交通 
デマンド交通では，他市区町村事例を参考に運行形態

を決定した場合に効果発現の割合が高い．これは，デマ 
ンド交通は，需要の少ない地区において予約に応じ面的

なサービスを提供できるという特徴を踏まえ，各市町村

の郊外地域やフィーダーの路線として活用しているとい

うことである．利用者見通しについて，需要予測の整合

度合が予測値とほぼ同程度といった場合は効果発現の割

合が高いが，利用者数を算出していない場合や，需要予

測の整合度合が予測値に比べ大幅に下回るといった場合

は，効果が不明な割合が高い． 
運行計画では，役場を経由地とした場合や，運行開始 

の調整時に，本格運行の際に目指すべき目標を設定した

場合，目標を達成し本格運行を実施した場合に効果発現

の割合が高い． 
目標設定においては，住民に利用されることや高齢

者･障害者等交通弱者支援といった移動手段自体の確保

に関する定性的目標を設定した場合や，路線検討の調査

結果を目標設定の根拠した場合に効果発現の割合が高い． 
したがって，デマンド交通では，本格運行時に目指す

べき目標を設定し，それが達成できているか本格運行を

決定する前に実証運行などを通して検証することが効果

発現につながるといえる．これは，デマンド交通は予約

に応じて運行することから，実証実験を通して，よりき

め細やかに利用者のニーズを確かめことが好ましいと考

えられる． 
b) コミュニティバス 
コミュニティバスでは，目的地となる施設の分布を運

行形態の検討要素としている場合に効果発現の割合が高

いが，対象範囲や利用者数見通しが運行形態の制約条件

となっている場合には効果不明の割合が高い．また利用

者見通しをルートやバス停位置に活用する場合や，予測

値とほぼ同程度である場合は効果発現の割合が高く，予

測値に比べて大幅に下回る場合は効果不明の割合が高い． 
 目標設定では，住民の外出回数の増加や利用促進を図

ることといった，住民等の移動や利用に関する定性的な

目標とした場合に効果発現の割合が高い．また，路線検

討の調査結果を目標設定の根拠とした場合，市町村内の

他路線の実態をみて妥当と判断される目標を設定する場

合，未達成の場合に利用促進を実施し目標達成できるか

引き続き確認するといった取組を行った場合においては，

効果発現の割合が高い． 
 このことから，適切な利用者の見通しを行うことによ

り，適切な規模のダイヤ設定や設備投資を見積もること

ができ，さらに目標設定を行い実際の利用状況等を確認

をすることにより効果が発現になるといえる． 
c) 運行形態別の比較 
デマンド交通における効果発現の取組については，目

標設定を行い実証実験等を通し利用者のニーズの見通し

表-4 デマンド交通とコミュニティバスの取組内容の違い（路線計画の準備） 

項目 
運行形態別の取組内容 

デマンド交通 コミュニティバス 

1) 移動特性等の 

把握 

解決すべき課題 － 〇高齢者等の移動手段の確保 

対象移動目的 － － 

住民の移動特性調査 － 
〇通勤もしくは通学先 〇買物先 〇通院先 

〇利用する交通手段への満足度 

データ収集 － ×アンケート調査を実施していない 

2) 検討体制 

･役割分担 

中心的役割 
〇市区町村(利用者数の見通し調査，シス

テム選定，需要喚起の取組) 
〇市区町村(システム選定) 

補助的役割 － 

〇タクシー事業者（現状・課題把握） 

〇住民（システム選定） 

〇都道府県（運行計画の設定) 

〇：効果発現，×効果不明  * 効果発現・不明よる取組の差異の有無について，独立性検定を行い有意（5%）であった結果を抽出． 
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を適切に行うこと，また移動手段自体の確保を目標とし

た場合に効果発現の割合が高い傾向があるといえる． 
その一方で，コミュニティバスの場合は，デマンド交

通の場合と異なり，対象ルート・バス停や利用者数の見

通しに関する検討の他，実証運行や試験運行による効果

の検証や，目標設定について達成度合いや未達成の場合

対応も含めて取り組んでいることが効果発現に関係する

とみられる． 
なお，デマンド交通及びコミュニティバスの項目をみ

ると，需要予測の制度割合が予測値とほぼ同程度の場合

に効果発現の割合が高く，予測値に比べ大幅に下回る場

合は効果不明の割合が高い傾向あり，また目標設定の根

拠を路線検討の調査結果に基づく場合に効果発現の割合

が高いことから，調査に基づく適切な需要予測や目標設

定が効果発現に重要であるといえる． 
 
(3) 導入効果発現内容（持続的運行のための留意点） 
持続的運行のための留意点における，効果発現に関す

る内容の検定結果を表-6に示す． 
a) デマンド交通 

デマンド交通では，利用者の利用実態調査，交通行動

調査及び利用者の意見・要望についてのモニタリングを，

市区町村が実施する場合や，運行受託事業者，住民，市

区町村等で構成する協議会等の組織で確認・協議する場

合に効果発現の割合が高い．その一方で，モニタリング

を特に実施していない場合は効果不明の割合が高い． 
 利用促進として特定利用者への割引に取り組む場合や，

事後評価時に目標を達成している場合，必要に応じて目

標値の見直しを行った場合に効果発現の割合が高い傾向

にあるが，目標の達成状況が当初設定時に比べ若干・大

幅に下回る場合に効果不明の割合が高い． 
デマンド交通は，予約に応じた運行であり，モニタリ

ング調査を通して実態を把握することにより，目標達成

状況を確認することが効果発現に関係するといえる． 
b) コミュニティバス 
 コミュニティバスでは，利用者に対する利用実態の調

査，交通行動の調査及び意見・要望についてのモニタリ

ングを市区町村が実施する場合に効果発現の割合が高い． 
また，導入後の見直しの取組について，利用者の満足

度や道路整備や施設配置変化などといった外部要因を踏

表-5 デマンド交通とコミュニティバスの取組内容の違い（運行形態・運行方法の検討） 

項目 
運行形態別の取組内容 

デマンド交通 コミュニティバス 

1) 運行形態 

検討した運行形態 － － 

検討・

決定 

検討要素 － 〇目的地施設分布 

制約条件 － ×対象とする範囲    ×利用者数見通し 

決定要因 〇他市区町村事例を参考 － 

2) 利用者 

見通し 

  (需要予測) 

前提条件 － － 

予測値 

算出方法 

利用意向 ×利用者数を算出していない － 

予測人数 － － 

結果の活用 － 〇ルートやバス停位置 

需要予測の整合度合 
〇予測値とほぼ同程度 

×予測値に比べ大幅に下回る 

〇予測値とほぼ同程度 

×予測値に比べ大幅に下回る 

3) 運行計画 

ルート

ダイヤ

設定 

経由地 〇役場 － 

既存バス 

競合調整 
－ － 

運賃設定 － － 

運行受託

事業者選

定･契約 

選定理由 － － 

契約精算 － － 

運行開始への調整 
〇本格運行実施の目標設定 

〇目標を達成したため本格運行を実施 
〇実証運行や試験運行の実施 

4）目標設定 

設定した

目標 

定量的 － － 

定性的 
〇住民に利用されること 

〇高齢者･障害者等交通弱者支援 

〇住民の外出回数の増加 

〇利用促進を図ること 

目標設定の根拠 〇路線検討の調査結果に基づく 〇路線検討の調査結果に基づく 

達成度合い考え方 － 
〇市町村内他路線の実態をみて，妥当と判断

される目標を設定． 

未達成の場合 － 
〇利用促進を実施し，目標が達成できるか引

き続き確認 
〇：効果発現，×効果不明 ※最も多い要因への回答  
* 効果発現・不明よる取組の差異の有無について，独立性検定を行い有意（5%）であった結果を抽出． 
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まえ見直す場合や，事後評価を実施して目標を達成して

いる場合，必要に応じて目標値の見直しを行った場合に，

効果発現の割合が高い傾向にある． 
コミュニティバスは定時定路線型であり，モニタリン

グ調査を通し実態を把握し，目標の他に路線や停留所等

を適宜見直しを図ることが効果発現に関係するといえる． 
c) 運行形態別の比較 
 デマンド交通及びコミュニティバスともに市区町村が

主体となりモニタリングを実施した場合や，目標を達成

している場合に効果発現の割合が高くなるといえる． 
また，コミュニティバスでは，運行時間帯の拡大や，

道路整備や施設配置変化など外部要因による見直しとい

った取組を行っているが，デマンド交通では上記の取組

を行っていない．コミュニティバスが定時定路線型で，

適宜路線や時刻表を見直していることが要因とみられる． 
なお，デマンド交通及びコミュニティバスの項目をみ

ると，路線の評価（モニタリング）で，市町村が主体と

なり利用者の利用実態調査及び利用者の交通行動調査を

行っている場合や，運行継続のための判断材料等の見直

しにおいて，目標値の見直しを行った場合に効果発現の

割合が高い傾向あることから，運行開始後のモニタリン

グや必要に応じた目標の見直しが効果発現に重要である

といえる． 
 
 
6．効果発現の有無に関連した取組内容の分析 
 
(1) 導入効果発現の分類 

4 章でデマンド交通及びコミュニティバスの別に効果

発現の有無に関係する取組内容について，具体的な各取

組状況の関係度合いを把握するため，各取組の実施の有

無をダミー変数で示すこととし（取組ありを「1」，取

組なしを「0」）として，効果発現の有無についてそれ

らの変数を用いて増減法による線形判別分析を行った． 
 
(2) 導入効果に関する取組内容の分析結果 
判別分析の結果を表-7 に示す．係数の有意水準は一

部係数で 5%の有意水準を満たさず若干低いものの，的

中率は 7割以上と，結果は概ね良好といえる． 
なお，効果発現の重心が正，効果不明の重心が負であ

ることから，正準判別係数の符号が正の場合は効果発現

の要因，負の場合は効果不明の要因となる． 
a) デマンド交通 
路線計画の準備等の項目は含まれず，運行形態・運行

方法の検討における利用者見通しにおいて，利用者数を

未算出といったことや，需要予測の整合度合いが予測値

を大幅に下回ることが効果不明に関連する． 
また，主な経由地を役場とすること，実証実験の結果

目標達成し本格運行していること，住民に利用されるこ

と自体を目標設定することが効果発現に関連する． 
持続的運行のための留意点において，市町村による運

行開始後のモニタリングの実施や，事後評価での目標を

達成しているといったことが効果発現に関連する． 
したがって，予約に応じて運行するデマンド交通は，

住民に利用してもらえることを踏まえ利用者見通しや目

標設定を適切にすること，また運行開始後にモニタリン

表-6 デマンド交通とコミュニティバスの取組内容の違い（持続的運行のための留意点） 

項目 
運行形態別の取組内容 

デマンド交通 コミュニティバス 

1) 路線の評価 

（モニタリング） 

内容 

〇利用者の利用実態調査 

〇利用者の交通行動調査 

×特に実施していない． 

〇利用者の利用実態調査 

〇利用者の交通行動調査 

〇利用者の意見・要望 

頻度 
〇継続実施：利用実態実態 

〇随時実施：利用者の意見・要望 

〇随時実施：利用者交通行動調査 

実施者 〇市区町村 〇市区町村 

確認・協議する組織 
〇運行受託事業者，住民，市区町村等

で構成する協議会等の組織 
－ 

2) 利用促進 利用促進 〇特定の利用者に対する割引 － 

3) 目標評価 

事後評価実施 － 〇実施した 

達成状況 〇達成している 〇達成している 

達成割合 ×目標に比べ若干・大幅に下回る － 

4) 見直し 

ルート便数の見直し － 〇運行時間帯の拡大 

見直し判断方法 － 〇道路整備や施設配置変化など外部要因 

ルートや

便数 

情報 － 〇利用者の満足度 

データ － － 

運行継続

判断材料

等見直し 

実施 〇目標値の見直しを行った 〇目標値の見直しを行った 

理由 － － 

〇：効果発現，×効果不明 * 効果発現・不明よる取組の差異の有無について，独立性検定を行い有意（5%）であった結果を抽出． 
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グを行い，目標達成状況を確認していくことが効果発現

に関係するといえる． 
b) コミュニティバス 

路線計画の準備では，移動特性等について日中の外出

先である通院先を把握した場合，またシステム選定は市

区町村が中心的役割を担い，住民の Door-to-door の移動

を担うタクシー事業者が地域の現状・課題把握で補助的

な役割を担うといった取組が，効果発現に関連する． 
運行形態について，目的地となる施設分布を決定要素

とする項目が効果発現に関連するが，対象とする範囲が

制約条件の項目になる場合には効果不明に関連する．利

用者数見通しでは，需要予測の整合度合いが予測値とほ

ぼ同程度という項目は効果発現に，予測値を大幅に下回

るという項目は効果不明に関連する．目標設定では，住

民の外出回数増加といった項目が効果発現に関連する． 
持続的運行のための留意点において，市町村による運

行開始後のモニタリングの実施の他，見直しによる運行

時間帯の拡大や，必要に応じ目標値の見直しを実施とい

った項目が効果発現に関連する． 

また，対象地域の特性については，農業地域類型が中

山間地といった項目が効果不明に関連する． 
したがって，定時定路線型であるコミュニティバスで，

対象地域の条件を踏まえ，対象利用者や目的地といった

対象の設定を行い，住民の外出増加などを踏まえ利用者

見通しや目標設定を行うこと，また運行開始後にモニタ

リングを行い，適切に目標や運行内容の見直しをするこ

とが効果発現に関係するといえる． 
c) 運行形態別の比較 
デマンド交通は，需要予測の整合度合い，実証実験の

結果，定性的な目標設定，事後評価での達成状況といっ

た項目のみ要素が効果発現もしくは不明に含まれるもの

の，対象とする移動，運行形態の決定要素や地域特性に

関係する要素は含まれないという結果であった．一方，

コミュニティバスは，導入検討（対象とする移動，運行

形態の決定要素）や中山間地といった地域特性に関係す

る要素が効果発現もしくは不明に含まれるという結果と

なっている． 
これは，4章の検定結果に基づく変数を用いた判別分

表-7 判別分析結果 
標準化判別係数 デマンド交通 コミュニティバス 

大項目 中項目 小項目 取組内容 係数 P値 判定 係数 P値 判定 

1.路線計画の

準備等 

1) 移動特性等 
把握 

住民の移動特性の調査 通院先   －   0.40 0.00 ** 

2) 検討体制 
・役割分担 

システムの選定 市区町村(中心的役割)   －   0.21 0.12   

地域の現状・課題把握 
タクシー事業者 
(補助的役割) 

  －   0.41 0.00 ** 

2. 運行形態・運

行方法の検

討 

1) 運行形態 
運行形態の決定要素 目的地となる施設分布   －   0.28 0.03 * 
運行形態の制約条件 対象とする範囲   －   -0.32 0.01 * 

2) 利用者数 
見通し 

利用者数の算出方法 利用者数を未算出 -0.50 0.00 **   －   
需要予測の整合度合い 予測値とほぼ同程度   －   0.28 0.04 * 
 予測値を大幅に下回る -0.33 0.04 * -0.29 0.03 * 

3) 運行計画 
   検討 

主な経由地 役場 0.28 0.07 ☨   －   
実証実験の結果 目標達成し本格運行 0.30 0.06 ☨   －   

4) 目標設定 
定性的な目標設定（具体

的な数値を設定せず） 
住民に利用されること 0.32 0.04 *   －   
住民の外出回数増加   －   0.23 0.07 ☨ 

3.持続的運行

のための 
留意点 

1) サービス 
検討や改善 

運行開始後のモニタリン

グ項目別の頻度 
利用者の交通行動調査

（随時実施） 
  －   0.20 0.14   

モニタリング実施者 市区町村 0.63 0.00 ** 0.28 0.04 * 
3) 目標評価 事後評価での達成状況 達成している 0.31 0.05 ☨   －   

4) 見直し 
ルートや便数見直し有無 運行時間帯の拡大   －   0.32 0.01 * 
運行継続の判断材料等

の見直し 
目標値の見直し実施   －   0.29 0.03 * 

人口・地域特性 農業地域類型  (中山間地域=１)   －   -0.34 0.01 * 

統計量 

的中率 
効果発現  75.7%  75.3% 
効果不明  73.6%  79.3% 
全 体  74.7%  77.3% 

各群の重心 
効果発現  0.66  0.74 
効果不明  -0.68  -0.75 

サンプル数 N= 146  185 
 
【凡例】  （正の効果） 効果発現に関する取組 （負の効果） 効果不明に関する取組 

p値 **：1％有意，*：5％有意，☨：10％有意 
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析であり，デマンド交通の変数にそれらの項目が含まれ

ていないことも要因であるものの，そもそもそれらの項

目が効果発現に有意とならなかったことがある．また，

デマンド交通は予約に応じて運行するという特性を活か

し小規模の需要に対応する公共交通であり，需要規模や

分散状況に対応して交通空白地域を解消するといったこ

とが，評価につながるということが理由と考えられる． 
また，デマンド交通及びコミュニティバス共通の項目

を見ると，利用者数の見通しが予測値を大幅に下回るこ

とが効果不明に関連し，市町村によるモニタリングが効

果発現に関連する．すなわち，導入検討時の利用者見通

しや導入後のモニタリングといった調査の実施が効果発

現や不明に関係することといえる． 
 
 
7．おわりに 
 
本研究では，既往の地域公共交通に関するマニュアル，

手引き及び特色ある導入事例のレビューを通し，自治体

にアンケート調査を実施し，コミュニティバスとデマン

ド交通の別に，導入効果が発現したと認識している自治

体における取り組み内容を抽出した． 
その結果，コミュミティバスでは，対象とする移動，

運行形態の検討要素，利用者数の見通し，目標設定やモ

ニタリングなどが効果発現の要因である一方，デマンド

交通では，利用者数の見通し，目標設定やモニタリング

実施といった項目に限られ，運行形態によって効果発現

とされる項目が異なることが分かった． 
得られた結果から，特に「需要予測」「目標設定」の

面から，実務の適用可能性への示唆を考察する． 
デマンド交通，コミュニティバスともに適切な利用者

の見通しが効果発現に有用ということが分かった．特に

デマンド交通は交通空白地域の解消という点を踏まえる

ことになる．一方，定時定路線型のコミュニティバスで

は，適切な需要予測により，適切な規模のダイヤや設備

投資を見積もることができ，効率的な運行につながるこ

とが示唆される．また，これは，導入対象地域や対象利

用者の設定についてもあらかじめ行う点も重要である．  
運行にあたり設定される目標についても，両者とも目

標を設定すること自体は効果的な運行のために望ましい

が，デマンド交通では「住民に利用されること」等と，

効果が発現した事例では置かれた目標が異なる結果がみ

られたことに対し，コミュニティバスでは「住民の外出

回数の増加」等がみられた．特にデマンド交通では，本

格運行時に設定した目標が達成できるかどうか，本格運

行を行う前に実証実験等を通して把握することが効果発

現に関係するとの結果を得た． 
これは，デマンド交通は予約に応じて運行することか

ら，実証実験等を通し，よりきめ細やかに利用者のニー

ズを確かめることが大事であり，その必要性が示された

結果となったと考えられる． 
各地域で持続的な公共交通サービスの導入を検討する

際は，デマンド交通，コミュニティバス両者の特性の違

いを加味したうえで，それぞれに適した運行計画の立案

や運行形態の検討，モニタリングを行うことが望ましい．

特にコミュティバスの場合においては，定時定路線型で

あることから，運行開始後のモニタリングを通して路線

やダイヤ等の見直しを行う場合もある点に留意が必要で

ある． 
今後の課題は，デマンド交通及びコミュニティバスに

ついて，個別路線の評価につながるような指標について

収支状況といった定量的な項目を含め検討すること，ま

た利用者数の見通しと目標設定等など取組項目間の関係

性について把握することとなる． 
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ANALYSES ON EFFECTIVE FACTORS FOR IMPLEMENTATION ON DEMAND 
RESPONSIVE TRANSPORT AND COMMUNITY BUS BY MUNICIPALITY 

 
Ryusuke TAKEUCHI，Itsuki YOSHIDA and Mitsumasa OZAKI 

 
    In this study, the authors reviewed the existing manuals and guides on local public transportation and 
the unique cases of their introduction and extracted the issues that local governments are facing in the 
field. Based on the reviews, we conducted a questionnaire survey of municipalities for observing effective 
factors for introduction of community bus and DRT. In conclusion, it was observed that the effective fac-
tors of community bus such as target trips, consideration of operation, demand-perspective, setting objec-
tive and monitoring were taken into consideration. On the other hand, effective factors on DRT are indi-
cated only as setting objective and monitoring. Therefore, the author found that there are different effec-
tive factors between modes because of operational characteristics and demand characteristics. 
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